
 ・割合（％）は、小数第２位を四捨五入して表示しています。

１　連結財務諸表とは

◆ 概念

◆ 連結財務諸表の構成

　次の財務諸表等を作成しています。
・連結貸借対照表
・連結行政コスト計算書
・連結純資産変動計算書
・注記
・附属明細表

◆連結財務諸表の対象範囲

※連結対象団体の範囲と連結方法は、P10「令和５年度　連結対象団体等について」をご覧
　ください。

令和５年度　大阪市連結財務諸表について

　地方公共団体の行政サービスが第三セクター等の関連団体によっても実施されている実
態を踏まえ、地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関連団体を連結
し、一つの行政サービス実施主体とみなして財政状態を明らかにすることを目的として作
成している財務諸表です。

　連結財務諸表は、下記のとおり、本市各会計に加え、本市が加入している全ての一部事
務組合・広域連合、本市が設立した全ての地方独立行政法人・地方公社、本市が一定割合
以上出資している第三セクター等を対象（※）とし、関連集団内の取引（投資と資本、貸
付金と借入金、繰入れと繰出しなど）を相殺しています。

　大阪市では、発生主義・複式簿記に加え、日々仕訳を採用した本格的な新公会計制度の運
用を平成27年4月より開始しています。これにより、従来の官庁会計では見えにくいストッ
ク情報（資産・負債）やコスト情報（減価償却費など）をお知らせすることができるように
なりました。
　この度、令和５年度決算に基づく連結財務諸表を作成しましたので公表します。

 ・金額は、原則として表示桁未満を四捨五入して表示していますので、表中の内訳と合計等が一致
    しない場合があります。

連結財務諸表

本市各会計[14]

一般会計

＋

特別会計 [13]

＋

連結対象団体[45]

一部事務組合 [4]

＋

広域連合 [2]

＋

地方独立行政法人 [６]

＋

地方公社 [1]

＋

第三セクター等 [32]
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２　連結貸借対照表の概要

○ 資産・負債の構成

・貸借対照表は、貸借対照表日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び
　内訳）を表すものです。

・令和５年度末における資産総額は18兆7,634億円、負債総額は3兆9,876億円、
　資産から負債を差し引いた純資産は14兆7,758億円となっています。
（前年度との比較についてはP４～５、内訳等については「連結貸借対照表【概要版】」
　をご覧ください。）

資産総額 18兆7,634億円

負債総額 3兆9,876億円

令和６年３月31日現在

7,487億円

(18.8%)

(6.5%) 3兆2,389億円

(81.2%)

3兆9,876億円

(93.5%) 14兆7,758億円

18兆7,634億円 18兆7,634億円

※下段（　）書きは資産・負債総額に対する割合

1兆2,151億円

負債総額＋純資産資産総額(A)

負債総額(B)

負債

流動負債

資産

固定資産

流動資産

固定負債

純資産(A-B)

17兆5,483億円

【主な資産】

○インフラ資産
　主に道路、河川構造物、港湾施設など
　・土地　　6兆2,279億円
　・工作物　1兆7,432億円

○事業用資産
　主に公営住宅、学校、公園など
　・土地　　5兆4,170億円
　・建物　　1兆3,643億円

【主な負債】

○地方債等
　事業用資産、インフラ資産の整備など
　に関する地方債等
　・流動負債　　　2,878億円
　・固定負債 　2兆5,766億円

○退職手当引当金
　全ての職員が自己都合退職した場合の
　退職手当支給見込額

インフラ資産

8兆717億円

（43.0%）

事業用資産

7兆4,212億円

（39.6%）

基金

9,767億円

（5.2%）
その他

2兆2,938億円

（12.2%）

固定資産

17兆5,483億円

（93.5%）

流動資産

1兆2,151億円

（6.5%）

地方債等

2兆8,644億円

（71.8%）

退職手当引当金

2,750億円

（6.9%）

その他

8,482億円

（21.3%）

固定負債

3兆2,389億円

（81.2%）

流動負債

7,487億円

（18.8%）
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○連結貸借対照表から分かること

【参考】事業用資産及びインフラ資産の減価償却の状況（有形固定資産）

・資産の部では、本市は早くからまちづくりに取り組んできたことから、市民生活に
　密着した事業用資産とまちづくりの基盤となるインフラ資産を多く保有しており、
　資産総額の約８割を占めています。

　事業用資産、インフラ資産いずれも減価償却が進んでおり、今後も「大阪市公共施設
　マネジメント基本方針」に沿って、適切な管理を行うことが重要となっています。

・負債の部では、事業用資産、インフラ資産の整備などに関する地方債等が、負債総額
　の約７割を占めています。

・資産に対する負債の割合は一般会計と比べて高くなっています。
   　【連結】　　21.3％（負債 3兆9,876億円／資産 18兆7,634億円）
　　【一般会計】12.5％（負債 1兆8,979億円／資産 15兆1,542億円）
　これは、水道事業、下水道事業など、主として企業債を原資に施設整備等を行う
　公営企業会計を連結したことなどによるものです。

年度 取得原価(A) 減価償却累計額(B) 割合(B/A)

令和５年度 4兆9,727億円 2兆9,857億円 60.0%

令和４年度 4兆9,092億円 2兆9,109億円 59.3%

令和３年度 4兆8,983億円 2兆8,618億円 58.4%

令和５年度 4兆2,487億円 2兆4,339億円 57.3%

令和４年度 4兆1,736億円 2兆3,649億円 56.7%

令和３年度 4兆1,194億円 2兆2,959億円 55.7%

インフラ資産
（建物、工作物）

事業用資産
（建物、工作物等）
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○連結貸借対照表（前年度との比較）

【資産の部】

（単位：億円）

●流動資産
　基金の増などにより、前年度比634億円増の1兆2,151億円となりました。

●固定資産
　有価証券の時価の上昇に伴う出資金の増などにより、前年度比970億円増の
17兆5,483億円となりました。

●資産総額
　前年度比1,605億円増の18兆7,634億円となりました。

資産の部 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

流動資産 12,151 11,516 634 5.5%

現金預金 4,395 4,421 ▲ 26 ▲ 0.6%

未収金 757 789 ▲ 32 ▲ 4.1%

貸倒引当金 ▲ 179 ▲ 185 6 ▲ 3.2%

基金 3,935 3,551 384 10.8%

その他 3,243 2,940 302 10.3%

固定資産 175,483 174,513 970 0.6%

事業用資産 74,212 74,403 ▲ 191 ▲ 0.3%

インフラ資産 80,717 80,587 130 0.2%

重要物品 4,038 3,994 45 1.1%

基金 5,832 6,141 ▲ 310 ▲ 5.0%

その他 10,684 9,388 1,296 13.8%

資産の部合計 187,634 186,029 1,605 0.9%
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【負債及び純資産の部】
（単位：億円）

●流動負債
　出資法人における未払金の増などにより、前年度比604億円増の7,487億円
となりました。

●固定負債
　翌々年度以降に償還予定の地方債等の減や、出資法人における翌々年度以降に
返済予定の長期借入金の減などにより、前年度比1,749億円減の3兆2,389億円
となりました。

●負債総額
　前年度比1,145億円減の3兆9,876億円となりました。

●純資産総額
　行政コスト計算書の当年度収支差額による累積余剰の増などにより、前年度比
2,749億円増の14兆7,758億円となりました。

負債の部 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

流動負債 7,487 6,882 604 8.8%

地方債等 2,878 2,747 131 4.8%

短期借入金 1,031 763 269 35.2%

未払金 1,731 1,416 314 22.2%

その他 1,846 1,956 ▲ 110 ▲ 5.6%

固定負債 32,389 34,138 ▲ 1,749 ▲ 5.1%

地方債等 25,766 27,072 ▲ 1,307 ▲ 4.8%

長期借入金 2,276 2,746 ▲ 470 ▲ 17.1%

退職手当引当金 2,750 2,647 104 3.9%

その他 1,598 1,674 ▲ 76 ▲ 4.5%

負債の部合計 39,876 41,021 ▲ 1,145 ▲ 2.8%

純資産の部 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

累積余剰 146,466 144,432 2,034 1.4%

評価・換算差額等 1,292 577 715 124.0%

純資産の部合計 147,758 145,008 2,749 1.9%

負債及び純資産の部合計 187,634 186,029 1,605 0.9%
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３　連結行政コスト計算書の概要

○ 経常費用・経常収益の構成

・行政コスト計算書は、一会計期間の行政サービスの提供に要した費用と、それに対応する
　収益を表すもので、現金支出を伴わない減価償却費等も費用として計上しています。

・令和５年度の経常収支差額は1,898億円であり、臨時的な損失や利益による特別収支差額
　73億円を加えた当年度収支差額は1,971億円となっています。
（前年度との比較についてはP８、内訳等については「連結行政コスト計算書【概要版】」
   をご覧ください。）

経常費用総額 2兆9,925億円

経常収益総額 3兆1,823億円

国・府支出金

1兆1,477億円

（36.0%）

その他

6,931億円

（21.8%）
市税等

9,763億円

（30.7%）

保険料等

3,653億円

（11.5%）

移転支出的な

コスト

1兆8,049億円

（60.3%）

物にかかる

コスト

6,390億円

（21.4%）

その他

1,255億円

（4.2%）

人にかかる

コスト

4,230億円

（14.1%）

自 令和5年4月1日  至 令和6年3月31日

経常費用(A) 2兆9,925億円 経常収益(B) 3兆1,823億円

1,898億円 ①

特別損失(C) 532億円 特別利益(D) 605億円

73億円 ②

1,971億円 ①＋②

　　　経常収支差額（Ｂ-Ａ） 

　　　特別収支差額（Ｄ-Ｃ） 

　　　当年度収支差額

【主な費用】

○移転支出的なコスト
　市民や他団体等の支出に対する
　給付・補助など
　・扶助費　　　　　6,416億円
　・負担金等 　　1兆1,633億円

○物にかかるコスト
　公共施設の運営費や補修費など
　・物件費　　　　　3,117億円
　・減価償却費　　   2,323億円

○人にかかるコスト
　行政サービスを担う職員の給与など
　・給与関係費　　　3,709億円

【主な収益】

○市税等
　市民税、固定資産税、都市計画税
　などの市税や、地方譲与税、
　地方消費税交付金、地方交付税など

○国・府支出金
　国や府からの負担金など

○保険料等
　国民健康保険料、介護保険料、
　保険事業にかかる交付金など
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○連結行政コスト計算書から分かること

・経常的な行政サービス提供コストである経常費用では、扶助費などの「移転支出的な
　コスト」、公共施設の運営費や補修費などの「物にかかるコスト」が経常費用の
　約８割を占めています。

　「移転支出的なコスト」には、生活保護費などの扶助費や、後期高齢者医療給付費等
　の負担金などの社会保障関連経費が多く含まれます。

　また、「物にかかるコスト」については、本市では早くからまちづくりに取り組んで
　きたことから、事業用資産とインフラ資産を多く保有しているため、施設の運営費や
　減価償却費が多く含まれます。

・経常収益では、市民税や固定資産税、都市計画税などの「市税」、国や府からの負担
　金などの「国・府支出金」、地方消費税交付金などの「交付金」が経常収益の約７割
　を占めています。
　
・特別収支差額は、府営住宅の大阪市への移管による事業再編等に伴う移転損益を
　計上したことなどにより、73億円となっています。
　
・当年度収支差額は1,971億円となり、一般会計（1,445億円）を上回っています。
　これは、連結する特別会計及び関連団体において、当年度損益が剰余（黒字）となっ
　ていることなどによるものです。
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○連結行政コスト計算書【経常収益・経常費用】（前年度との比較）

（単位：億円）

●経常収益
　新型コロナウイルス感染症対策関連経費・物価高騰対応経費の減による国・府
支出金の減などがあるものの、市税の増や、出資法人における鉄道事業運輸収入
の増などによるその他経常収益の増などにより、前年度比750億円増の
3兆1,823億円となりました。

●経常費用
　新型コロナウイルス感染症対策関連経費・物価高騰対応経費の減による物件費
の減などがあるものの、障がい者自立支援給付費や生活保護費の扶助費の増や、
後期高齢者医療給付費等の負担金・補助金・交付金等の増などにより、前年度比
776億円増の2兆9,925億円となりました。

●経常収支差額
　前年度比26億円減の1,898億円となりました。

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

経常収益 31,823 31,073 750 2.4%

市税 8,051 7,871 179 2.3%

交付金 3,419 3,287 132 4.0%

地方交付税 457 466 ▲ 9 ▲ 1.9%

国・府支出金 11,477 11,543 ▲ 67 ▲ 0.6%

その他 8,420 7,906 513 6.5%

経常費用 29,925 29,149 776 2.7%

給与関係費 3,709 3,733 ▲ 24 ▲ 0.7%

物件費 3,117 3,253 ▲ 136 ▲ 4.2%

減価償却費 2,323 2,282 41 1.8%

扶助費 6,416 6,085 331 5.4%

負担金・補助金・交付金等 11,633 11,177 456 4.1%

その他 2,727 2,618 109 4.2%

経常収支差額 1,898 1,925 ▲ 26 ▲ 1.4%
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４　連結純資産変動計算書の概要

・ 純資産変動計算書は、一会計期間の純資産の変動を表すものです。

当年度末残高14兆7,758億円は、貸借対照表の純資産の額と一致します。

・ 純資産の前年度末残高は14兆5,008億円でしたが、当年度に2,749億円増加し、

当年度末残高は14兆7,758億円となりました。

・ 当年度変動額の2,749億円の内訳について、

累積余剰は、行政コスト計算書における当年度収支差額の1,971億円に、

その他変動額63億円を含め、2,034億円増となっています。

評価・換算差額等には、有価証券の評価差額（取得原価と時価との差額）等を

計上しており、当年度変動額は715億円となっています。

【参考】市民１人あたりの資産等の状況について
資産等を市民１人あたりに換算すると、以下の図のようになります。

累積余剰 評価・換算差額等 合計

14兆4,432億円 577億円 14兆5,008億円

2,034億円 715億円 2,749億円

当年度収支差額 1,971億円 - 1,971億円

その他変動額 63億円 715億円 778億円

14兆6,466億円 1,292億円 14兆7,758億円

自 令和5年4月1日　至 令和6年3月31日

前年度末残高

当年度変動額

区分

当年度末残高

資産 負債

144万円

純資産

535万円

679万円

経常費用 経常収益

108万円
115万円

資産 負債 経常費用 経常収益

令和５年度 679万5千円 144万4千円 108万4千円 115万2千円

令和４年度 677万8千円 149万5千円 106万2千円 113万2千円

増減額 1万7千円 ▲5万1千円 2万2千円 2万円

※表中の金額は、各年度の3月末日現在の本市住民基本台帳人口(令和5年度2,761,550人、

　令和4年度2,744,604人)を用いて算定しています。
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令和５年度　連結対象団体等について

【連結対象範囲と連結方法】

会計・団体

一般会計

特別会計

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方公社

第三セクター等

第三セクター等が出資して
いる会社

【連結対象団体等】

区分 会計・団体名 連結割合（％）

一般会計 一般会計

食肉市場事業会計

駐車場事業会計

母子父子寡婦福祉貸付資金会計

国民健康保険事業会計

心身障害者扶養共済事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

公債費会計

中央卸売市場事業会計

港営事業会計

下水道事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

①出資割合が50％超：全部連結
②出資割合が25％～50％：
　・財政的関与または人的関与があるなど業務運営に実質的に
　　主導的な立場を確保していると認められる場合には、全部
　　連結
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認めら
　　れない場合には、出資割合・活動実態などに応じて、比例
　　連結
③出資割合が25％未満：損失補償を付しており、なおかつ財政
　的関与がある場合には、全部連結
④上記以外については、連結対象外

大阪市と出資元の第三セクター等の出資金を合算して、第三セク
ター等に準じて判断

準公営企業会計

公営企業会計

政令等特別会計

全部連結

連結方法

全部連結

全部連結

①大阪市が設立した地方独立行政法人
　・全部連結
　　（当該法人の連結対象である特定関連会社も対象）
②共同設立等の地方独立行政法人
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保している場合は
　　全部連結
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保している地方公共
　　団体が特定できない場合は、出資割合や活動実態などに応
　　じて比例連結

比例連結（規約において定められる負担割合に基づき連結）
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区分 会計・団体名 連結割合（％）

大阪広域環境施設組合 82.3

淀川右岸水防事務組合 78.6

淀川左岸水防事務組合 84.3

大和川右岸水防事務組合 79.6

関西広域連合 2.7

大阪府後期高齢者医療広域連合 26.8

（公大）大阪 58.2

（地独）大阪市博物館機構 100.0

（地独）大阪産業技術研究所 33.5

（地独）大阪市民病院機構 100.0

（地独）大阪健康安全基盤研究所 32.5

（地独）天王寺動物園 100.0

地方公社 大阪市住宅供給公社 100.0

大阪市高速電気軌道（株） 100.0

大阪シティバス（株） 100.0

（株）大阪メトロサービス 100.0

大阪地下街（株） 100.0

（株）大阪メトロアドエラ 100.0

TUCKNAL（株） 100.0

大阪メトロビジネスアソシエイト（株） 100.0

（株）交通電業社 100.0

（株）大阪城ホール 100.0

（株）大阪市開発公社 100.0

（一財）大阪市文化財協会 100.0

アジア太平洋トレードセンター（株） 100.0

（公財）大阪国際交流センター 100.0

大阪市商業振興企画（株） 40.0

（株）大阪鶴見フラワーセンター 25.5

（公財）大阪府暴力追放推進センター 38.8

（一財）アジア・太平洋人権情報センター 28.5

（株）湊町開発センター 100.0

大阪外環状鉄道（株） 28.9

西大阪高速鉄道（株） 33.3

中之島高速鉄道（株） 33.3

（社福）大阪社会医療センター 100.0

（公財）大阪市救急医療事業団 100.0

大阪市街地開発（株） 100.0

クリスタ長堀（株） 100.0

クリアウォーターOSAKA（株） 100.0

大阪港埠頭（株） 100.0

（株）大阪港トランスポートシステム 100.0

阪神国際港湾（株） 30.8

大阪港埠頭ターミナル（株） 100.0

（株）大阪水道総合サービス 100.0

（公財）大阪国際平和センター 50.0

広域連合

第三セクター等

一部事務組合

地方独立行政法人
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